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ロナ ウイ ルス 感染 症 の 感染 拡大 を 受け て 、 
E し 多大 な 御 





アテ 


へ 








担 カ 














に 





Gl 
+ 















































ロナ ウイ ルス 感染 症 に 対応 し た 産業 廃棄 


環境 再生 ・ 





環 循 規 発 第 2004171 考 









































令 和 2 年 4 月 17 日 
殿 
資源 循環 局 廃棄 物 規 制 課長 

(公印 省略 ) 
E 物 の 処理 能力 を 確保 する た め の 対 応 
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E ず る 中 で 、 国 
に 御 尽力 いた だ いて いる こと に 
染 症 の 拡大 を 受け た 廃棄 物 処理 
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ト り 格別 の 御 尽 力 を いた だ き 御 礼 申 し 上 げ る 。 
乗物 行政 に 係る 業務 
E 済 活動 を 支 















































、 重 ね て 御礼 
業務 の 継続 に つい て は 、 既 
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に 環境 省 環 境 再生 ・ 資 源 循環 局長 か ら お 願い し た (「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に 対応 し た 
廃棄 物 の 円 滑 な 処理 に つい て (通知 ) 」( 令 和 2 年 4 月 7 日 付け 環 循 適 発 第 2004077 号 ・ 環 
循 規 発 第 2004075 号 環境 省 環境 再生 ・ 資 源 循 環 局 長 通 知 )) と ころ で ある 。 廃棄 物 処理 業 は 、 
「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 染 症 対策 の 基本 的 対処 方 針 」( 令 和 2 年 3 月 28 日 (同年 4 月 16 日 
変更 ) 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 対策 本 部 決定 ) に お いて 、「 国 民生 活 ・ 国 民 経済 の 安定 確 
保 に 不可 欠 な 業務 」 と され て お り 、 業 務 の 継続 を 図っ て いく 必要 が ある が 、 他 方 で 、 産 業 
廃棄 物 処理 を 行う 者 に お いて 、 従 業 員 の 感染 及び これ に 伴う その 他 の 従業 員 の 外出 自粛 等 
に より 、 処 理 能 力 が 低下 する こと が 考え られ る 。 こ の よう な 場合 に お いて も 、 円 消 に 産業 
廃棄 物 の 処理 を 行う た め の 制 度 的 な 対応 に つい て 、 当 面 留 意 す べき 事項 を 下記 の と お りお 
知ら せ す る の で 、 貴 管 下 産業 廃棄 物 処理 業者 、 排 出 事業 者 及び 市 区 町 村 に 対し て 周知 し て 
た だ く よ う お 願い 申 し 上 げ る 。 

な お 、 本 通知 は 、 地 方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 245 条 の 4 第 1 項 の 規定 に 基 
づく 技術 的 な 助言 で も や る こと を 申し 添え る 。 

記 
1 廃棄 物 の 処理 の 再 委 託 や 、 他 の 産業 廃棄 物 処理 業者 に 委託 を し 直す こと に つい て 
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令 第 6 条 の 15 第 2 与 に お いて 、 そ の 
他 の 処理 業者 
同 令 第 6 条 の 12 第 1 与 に 規定 
こよ る 承諾 を 行う 


に の っ と り 、 





も 差し 支え を な い 。) 【 

再 委託 を 必要 と する 
( 再 委託 先 の 許 
137 号 。 以 下 「 法 」 と 
事業 者 が 処 下 
つい て あら か じ め 検 討 を 行 
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産業 廃棄 物 の 処理 を 委託 され た 処理 業者 が 、 
」 の 産業 廃 3 
に お いて 改め て 別 の 産業 廃棄 物 処理 業者 に 
青 掃 に 関す る 法律 施行 令 
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+ 委 託す る 場合 に お いて は 、 排 出 


必要 が ある 。 こ の た め 、 排 H 
生じ た 場合 に 備え て 、 承 諾 の 際 に 
乗物 の 処理 及び 清 
\ う 。) で 必要 と され て いる 事項 の 
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E の 委託 先 を 選定 する に 当たっ て 通常 








考慮 し て いる 事項 


























処理 業者 と 認識 の 共有 を 
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再 委 託 の 料金 に つい て の 
支払 われ る こと を 前 提 
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囲 で 、 あ り 得 る 具体 的 な F 
て も 、 
お 、 再 委託 を 行っ た 場合 
確認 を 行う よう 努め な 
また 、 処 理 業者 が 、 
い 場 合 や 、 再 委託 が 可 
結び 直す 方 が 適 
知 す べき で ある 。 
いる 排出 事業 者 責任 
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この よう な 検討 を 行う よう 、 排 出 
で あっ て も 、 排 出 事業 者 は 、 そ の 廃 3 
ナ れ ば な ら な い ( 法 第 12 条 第 7 項 ) 。 
うす る こ 
ほ 業 者 に 


受託 し た 処理 を 全 
能 で あっ て も 、 排出 
曽 当 な 場合 に は 、 処理 業者 か ら 排 出 事業 者 
通知 を 受け 、 又 は 自 
に 鑑み 、 当 
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難 が 予想 され る か ら 、 適 1 
こ 、 あ ら か じ め こ の 点 に つい て も 検討 され た い 。 
委 託 先 に つい て も あら か じ め 検 討 さ れ た い 。 


ら そ の 状況 を 把握 し た 排出 
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その 処理 の 全て を 自ら 全う する こと が 団 
乗物 処理 業者 に その 処理 を 再 委 託し 、 又 は 排出 事業 者 
委託 を する こと が 考え られ る 。 


300 号 ) 第 6 条 の 12 ( 同 
こよ る こと と され る 場合 を 含む な 。) の 
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町 」 は 電子 メー ル 等 の 電磁 的 記録 で 
業者 に お いて は 

認 す る 必要 の ある 事項 
(昭和 45 年 法律 第 
処理 実績 等 、 排出 
が 考え られ る 。) 【 

努め られ た い 。 
E な 処理 費用 が 処理 業者 に 
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いて 当該 産業 廃棄 物 を 保管 する な ど 、 適 切な 措置 を 





円 滑 な 広域 処理 の 実現 に つい て 
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乗物 の 運搬 又は 処分 
し 、 又 は 一 時 的 に 
ずる べき で ある 。 
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よる 運用 に つい て は 、 感染 性 廃棄 物 の 迅速 な 処 











に 実施 され た い 言 を 通知 し た と ころ で ある (「 け 新型 コ 




















理 の 観点 か ら も 、 廃 


近隣 の 都 道 府 県 に 産業 廃棄 物 を 運搬 する な ど 
E す る こと が 必要 で ある 。 
に より 域外 か ら の 産業 廃棄 物 の 搬入 3 
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規制 を 超え る 要綱 等 に 
等 を 可 及 的 速やか 


感染 症 に 係る 廃棄 物 


乗物 の 処理 の 状況 に 関す る 


難 と な り 、 そ の 再 委 託 も で き な 
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能 な 限り その 
業者 は 、 そ の 負っ て 
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の 状況 を 把握 す 
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一 部 の 産業 廃棄 物 処理 業者 に 
難 と な る 事態 も 想定 され る と ころ で ある 。 し か 


し ン ヽ 











一 部 の 地方 公共 


] 滑 な 広域 処 




















を 選 





事実 上 行っ て 





























の 適正 処理 等 に つい て (通知 )」( 令 和 2 年 3 月 4 日 付け 環 循 適 発 第 2003044 号 ・ 環 循 規 
発 第 2003043 号 環 境 省 環境 再生 ・ 資 源 循環 局長 通知 ))。 仮 に この よう な 搬入 規制 を 維持 
し な けれ ば な ら な い 特 段 の 事情 が ある 場合 で あっ て も 、 今 般 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 
症 の 拡大 の 状況 に 鑑み 、 ま た 廃棄 物 処理 業 が 「 国 民生 活 ・ 国 民 経済 の 安定 確保 に 不可 欠 
な 業務 」 で ある こと を 踏ま え 、 少 な く と も その よう な 搬入 規制 に より 、 感染 性 廃棄 物 ひ 
いて は その 他 の 産業 廃棄 物 の 処理 も 滞る こと の な いよ う 、 例 えば 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 
感染 症 の 感染 拡大 に より 広域 処理 が 必要 と な っ て いる 産業 廃棄 物 に つい て は 搬入 規制 
の 対象 外 と する 、 優先 的 か つ 速 や か に 事前 協議 を 行う な ど 、 迅速 か つ 適 正 な 産業 廃棄 物 
処理 を 実現 する た め に 必要 な あら ゆる 措置 を 可 及 的 速やか に 実施 され た い 。 











































































































































































































